
（様式①）

[　道路　局] 12款１項1目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 道路局人件費 6,678,611 6,678,611 6,592,035 6,592,035 86,576 86,576

2 総務管理費 8,130 8,130 10,741 10,741 △ 2,611 △ 2,611

3 技術監理事業 33,673 33,673 23,801 23,801 9,872 9,872

4 道水路等境界調査事業 83,786 80,638 95,119 91,815 △ 11,333 △ 11,177

5 道路台帳整備事業 180,674 3,763 183,203 6,292 △ 2,529 △ 2,529

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 6,984,874 6,804,815 6,904,899 6,724,684 79,975 80,131

事　業　計　画　書　目　次

増△減（５－４）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 道路 総務
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

12-1-1
1事業区分

歳出予算科目 一般 会計 12 1 1 枝番号 1 前年度事業名称 道路局人件費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 道路局人件費 政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

令和５年度 6,678,611 6,678,611
0

単独事業 0
補助事業

6,592,035
増△減 86,576 0 0 0 0 0 86,576

令和４年度 6,592,035

令和８年度
予
算

6,711,287 6,756,690 6,642,579 6,678,611 6,678,611 6,678,611
6,711,287 6,756,690

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

6,642,579 6,678,611 6,678,611 6,678,611

根拠・データ等

6,574,738

事業概要

事業開始年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

6,793,225 6,705,285 6,574,738
6,793,225 6,705,285

根拠法令・方針決裁等

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

6,592,035 86,576

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

人件費 6,678,611

本資料は、公正・適正に作成しました。 池上　省吾 藤木　秀武 国分　朝飛

細事業合計 6,678,611 6,592,035 86,576

課長 係長 経理



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【事業目的】
道路行政を円滑に実施するため、庶務、人事・労務、経理等の事務を行う。また、広報・報道重点項目のアピールや、その他局事業の
広報を目的として、啓発物品の配布や広告媒体によるＰＲを行う。

【事業効果】
適正な事務管理並びに各種研修等の人材育成を通して、行政サービスの向上が期待される。市民の方が集まるイベント等で、「道路ふ
れあい月間」に関する啓発物品5,400個（１区300個）を配布し、道路の役割や重要性を改めて認識して頂くことで、道路の正しい利用
を訴求する効果が期待される。

根拠・データ等
 ８月１日から８月31日までの１か月を「道路ふれあい月間」として、国土交通省が定めており、啓発活動の推進等の依頼に基づき、
啓発活動を実施する。

目標

単位

実績

目標

10,741 ▲ 2,611

事業スケジュール 通年

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

事務費 8,130

本資料は、公正・適正に作成しました。 池上　省吾 山田　光徳 大石　春菜
課長 係長 庶務

細事業合計 8,130

10,741 ▲ 2,611 昨年度実績による減

事業概要 道路行政の円滑な実施を目的として、庶務、人事・労務、経理のほか、広報関連事務を行う。

事業開始年度

根拠法令・方針決裁等 道路交通法第84条、労働安全衛生法第59条、第61条（土木事務所整備員に関する免許・講習支援の根拠法令等）

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

10,591 2,529 5,865
10,470 2,529 5,810

8,130
18,133 11,291 11,300 8,130 8,130 8,130

予
算

18,145 11,300 11,300 8,130 8,130

0 △ 2,611

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 △ 2,611 0 0 0 0

0
令和４年度 10,741 10,741

単独事業

8,130
補助事業 0

令和５年度 8,130

県 諸収入 市債 一般財源

事業名称

財　源　内　訳

単位

一 般 財 源 等

会計一般

総務管理費

枝番号 2

政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称 総務管理費

区　分 金　額 国

令和　５年度　事業計画書

事業局課 道路 総務
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 12 1 1

実績

目標

実績



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

書籍版資料の電子化によ
る

積算基準書改
正説明会開催

回数

単位

回

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①毎年実施される土木工事標準積算基準書の一部改正について、関係各局、各公社・会社、各区土木事務所及び局内関係各課に対し説明
します。

③舗装設計施工指針の解説や、各種試験の実習（路床、路盤、アスファルト）を受けることで、土木職員に欠かせない知識を習得しま
す。

④最新の労務・資材単価を知ることで、土木工事の適正な積算ができるようになります。

⑥出張旅費、ＪＣＩＳ使用料などを計上し、日常的な業務の円滑な遂行に役立てます。

根拠・データ等
事業の性質上、根拠・データ等はありません。

職員研修委託については、平成26年度に実施した指名競争入札時の価格を参考にして積算しました。

目標 1 1 1 1 1 1 1

77 ▲ 37 令和４年度実績による

基準等の統一的資料作成

調査回数
（労務＋資

材）

単位

回

実績 0 1

目標 3 3 3 3 3

2

2 2 2 2

事業スケジュール ・令和６年度：　設計書（工事）ホームページ公表開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

土木工事標準積算基準書改正説明会 40

技術研修 10,050 9,600 450 令和４年度実績による

その他 927 887 40

細事業合計 33,673 23,801 9,872

3 3

実績 3 3

目標

本資料は、公正・適正に作成しました。 水谷　俊之 石井　嘉一 山﨑　良

課長 係長

事業概要 技術監理業務・検査業務

事業開始年度 ―

根拠法令・方針決裁等 地方自治法第234条（契約の締結）・同条の２（契約履行の確保）、横浜市契約規則第13条（予定価格の決定）・74条（検査及び引渡し）

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

21,373 22,992 17,812
21,373 22,992 17,812

33,673
19,196 19,196 25,196 33,673 33,673 33,673

予
算

19,196 19,196 25,196 33,673 33,673

0 9,872

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 9,872 0 0 0 0

33,673
令和４年度 23,801 23,801

単独事業 33,673

33,673
補助事業 0 0

令和５年度 33,673

県 諸収入 市債 一般財源

事業名称

財　源　内　訳

舗装技術研修
開催回数

単位

回

一 般 財 源 等

会計一般

技術監理事業

枝番号 3

政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称 技術監理事業

区　分 金　額 国

ＩＴ化に伴う環境整備 0 0 0

令和　５年度　事業計画書

事業局課 道路 技術監理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 12 1 1

2 2 2

実績 2

「労務単価」「資材単価」実態調査 22,656 13,198 9,458
新たに単価データを購入
するため

0 39 ▲ 39
書類の電子化が完了した
ため



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

使用料及び手数料

境界調査処理
件数実績

単位

件

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　本事業は、市民・企業が所有する土地と、市が管理する道水路等の土地との境界を調査・確定するほか、毀損、滅失した境界標を復
元・保全するとともに、管理図面たる道路台帳を作成するために必要な「道水路等境界調査図」を作成するものです。
　管理図面の作成は明治22年から開始されました。境界の調査・確定手続きの方法は歴史的な変遷がありますが、現在は昭和54年制定
の横浜市道水路等境界調査に関する規則に基づき行っています。
　境界調査関係の30年（永年）保存文書のデータについて一元管理を行うため、境界調査資料及び道路台帳図面補正作業関係資料をマ
イクロフィルム化し、同時に電子化します。

根拠・データ等

・道水路等境界調査申請件数
　＜実績推移＞　２年度1,082件、３年度1,083件、４年度1,124件（見込）、５年度1,124件（見込）
・謄本交付件数
　＜実績推移＞　２年度2,063件、３年度1,986件、４年度2,136件（見込）、５年度2,136件（見込）
・写し証明交付件数
　＜実績推移＞　２年度1,614件、３年度1,759件、４年度1,763件（見込）、５年度1,763件（見込）
・手数料収入
　＜実績推移＞　２年度2,939千円、３年度3,194千円、４年度3,148千円（見込）、５年度3,148千円（見込）

目標 1,237 1,139 1,058 1,058 1,058 1,058 1,058

決
算

79,361 88,219 100,530
76,049

実績 1,009 998

目標 133 114 105 105 105

単位

1,000

細事業合計 83,786 95,119 ▲ 11,333

事業スケジュール

・図面謄本、写し証明発行　通年
・前年度２～３月：委託業者選定、契約　４～３月：境界調査申請受付・境界調査業務（委託）の実施
・前年度２～３月：委託業者選定、契約　４～３月：境界調査図検査委託業務の実施
・６～7月マイクロ化文書調査　８～９月：業者選定、契約　９～３月：マイクロ化業務実施（文書搬入、撮影、データ作成、文書返
却）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

境界調査委託等 82,786

105

実績 112 115

本資料は、公正・適正に作成しました。 川北　好伸 足立　吉信 富士原昌彦
課長 係長 調査

事業概要

　道水路等に隣接する土地所有者から申請を受け、調査・測量し、土地所有者の立会い協議のうえ境界を確定・復元します。
　設置した境界標に基づき、「道水路等境界調査図」を作成し、一般の閲覧に供するほか、不動産取引・土地登記などで必要
とされる境界に係る証明書として発行します。
　また、境界調査に係る資料はマイクロフィルム化し、後日境界に係る疑義が生じた場合や、争訟等に備えて保存します。

事業開始年度 明治22年

根拠法令・方針決裁等 道路法及び同法施行規則、道水路等の境界調査に関する規則

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

85,280 97,336

83,786
71,334 101,522 101,522 80,638 80,638 80,638

予
算

75,487 105,487 105,216 83,786 83,786

0 △ 11,177

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 △ 11,333 0 0 0 △ 156
令和４年度 95,119 0 0 0 3,304 0 91,815

単独事業
0

令和５年度 83,786 0 0 0 3,148

0

区　分 金　額 国

105

県 諸収入 市債 一般財源

0 80,638
補助事業

一 般 財 源 等

会計一般

道水路等境界調査事業

枝番号 4

政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称 道水路等境界調査事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 道路 道路調査
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

12-1-3
1事業区分

歳出予算科目 12 1 1

事業名称

財　源　内　訳

（うち、道路
局委託による
処理実績）

単位

件

1,000 0

94,119 ▲ 11,333 実績に基づく減額

境界調査資料マイクロ化及び電子化

目標

実績



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

道路台帳補正審査
件数

単位

件

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・道路台帳補正申請の受付や、道水路等境界調査、地籍調査等の成果を基に道路台帳の調製を行います。
　道路台帳は、道路台帳閲覧システム(以下、閲覧システムという。)及び行政地図情報提供システム「よこはまのみち」を利
　用し一般の閲覧に供することで、市民サービスの向上を図ります。

・閲覧システムや道路局内統合型GISの管理・更新及び作成した道路台帳データのシステムへの反映を行います。
　道路局内統合型GISを活用した道路に関する情報の一元管理、効率的な維持管理を行うとともに、これまで土木事務所にお
　いて紙ベースで閲覧されていた道水路等境界調査図を閲覧システムに登載することで、更なる市民サービスの向上を図りま
　す。

・調製した道路台帳を基に、道路台帳基準財政需要額の算定基礎数値の集計し、地方交付税法への対応を適切に行います。

・公共基準点を管理、保全することで、民間における土地利用、土地活用の促進や、測量費用の抑制が図られているほか、本
　市における様々な公共事業における公共測量費の抑制や、道路台帳の調製に必要な道水路等境界調査に活用されます。

根拠・データ等
道路法第28条、道路法施行規則第４条の２、地方交付税法
道路法に規定された事業であるため、定量的なデータ算出不可

目標 200 200 200 200 200 200 200

横浜市公共基準点
管理保全作業（再
設置数）

単位

点

実績 178 160

目標 200,000 202,400 212,000 224,000 243,200

167

183,203 ▲ 2,529

事業スケジュール

平成12年度：道路台帳図電子化の検討開始
平成14年度：道路台帳閲覧システム５台の端末稼働開始
平成16年度：18区土木事務所内に各１台の端末稼働開始
平成17年素：WEB「よこはまのみち」本格稼働開始
令和３～４年度：閲覧システムでの境界調査図閲覧開始（７区土木事務所）
令和５年度～：残り11区の土木事務所についても境界調査図の登載を進めていきます。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

データ作成業務 75,579

公共基準点管理保全業務 41,000 27,000 14,000 公共基準点調査作業の実施

本資料は、公正・適正に作成しました。 川北 好伸 桟敷　美帆 河合　旭

課長 係長 道路台帳

細事業合計 180,674

75,787 ▲ 208 実績に基づく減額

データ管理・閲覧環境整備業務

事業概要
道路法で本市(道路管理者)に義務付けられている道路台帳(図面及び調書)の調製、保管及び閲覧及び道路統計調査を行います。
測量法に規定する公共測量に必要な公共基準点を管理・保全します。

事業開始年度 昭和60年度

根拠法令・方針決裁等
道路法第28条、道路法施行規則第４条の２、地方交付税法、地理空間情報活用推進基本法、測量法、公共測量作業規定、
平成22年12月方針決裁

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

150,980 191,004 193,715
124,407 87,613 23,581

198,784
129,389 87,613 22,730 3,697 3,697 3,697

予
算

181,712 209,275 209,435 198,784 198,784

0 △ 2,529

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 △ 2,529 0 0 1,268 △ 1,268

0
令和４年度 183,203 174,347 2,564 6,292

単独事業

3,763
補助事業 0

令和５年度 180,674 175,615 1,296

県 使用料及び手数料 その他 市債 一般財源

事業名称

財　源　内　訳

道路台帳閲覧シス
テム印刷枚数

単位

枚

一 般 財 源 等

会計一般

道路台帳整備事業

枝番号 5

政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

前年度事業名称 道路台帳整備事業

区　分 金　額 国

令和　５年度　事業計画書

事業局課 道路 道路調査
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

12-1-3
2事業区分

歳出予算科目 12 1 1

243,200 243,200

実績 180,138 165,802

64,095 80,416 ▲ 16,321
境界調査図ラスター化の終了及びシステム
仕様の見直し

目標 150 150 130 120 120 120 120

実績 157
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